































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　　　　一　 　 　　　　 　利潤プラス　利潤最大　 　 　 産業（DとMR）
　　　　　　　　　　　がゼの利潤　の産出量　　　　　　ま．たは外国企業
　　　　　　　　　　　屋縫産出　　　　（ACとM・）
　　　　　　　　　　　量
　4－！図（a）において，右下がりの二つの太線，破線は，それぞれ外国
企業とそれを除いた他企業全体のクールノー型反応曲線である。勾配の急な
方が外国企業のものである。原点から出ている矢印つきの放射線状の直線
は，時計と反対方向に動くほど参入企業数が増えることを示す（これを参入．
企業数線とよぼう）。二つの反応曲線の交点はクールノー解である。外国企
業を除く他企業全体の反応曲線と，外国企業の等利潤線と接している点は
シュタッケルベルク解である。図で，たとえば外国企業の反応曲線は左上方
一146一
産業と貿易に関する一展開　967
で不連続になって，ジャンプしている。他方の反応曲線も同様である。外国
企業に関する左上方の一番高い等利潤線は利潤がゼロのそれである。言うま
でもなく，等利潤線は左上方（他方は右下方）にいくほど低い利潤をを示す
等利潤線となる。利潤がゼロとなると，それ以降はマイナスとなるから，反
応曲線はジャンプして縦軸（他方は横軸）に重なる。利潤ゼロば，いわば競
争解に相応する。他方の反応曲線も同様である。ジャンプする理由は，マイ
ナスの利潤で操業するよりは産出量をゼロとする方策を選んだほうが有利だ
からにすぎない。また，たとえば外国企業の反応曲線の横軸とぶつかる点
は，いわば利潤最大の独占解に相応する。他方も同じ理屈である。図（b）
は，図（a）に連動させて外国企業の平均費用曲線（AC）と限界費用曲線
（MC），および産業の需要曲線（D）と限界収入曲線（MR）とを描いてい
る。
　さて，矢印のついた参入企業線のうち，横軸と重なっている分は参入企業
がゼロの場合で，外国企業が利潤最大でかつ独占している。しかし，参入の
起きる同質寡占では，このケースが長続きすることはない。早晩，プラスの
利潤を求めて他の企業が参入してくる。費用逓減においては，産業内の企業
は産出量を増やせばシェアーを拡大（したがって，経営視野の範囲であれ
ば，利潤も拡大）できるから，費用戦略や価格戦略を使うよりも（生産）数
量戦略の方を使う。投資は価格を下げるためよりも，生産数量を増やすため
に使う。参入他企業が生産数量を増やしていくと，参入企業線は左まわりに
回転していく。と同時に，外国企業の等利潤線は上に押し上げられていく
（つまり，利潤は減少していく）。これは，いやしくも参入が起きる場合のこ
とである。
　外国企業はそもそも，他企業の参入を阻止できるのであろうか。もし外国
企業が，他企業全体の反応曲線の中で横軸に重なるジャンプの始発点に，自
らの産出量を洗めるならば，他企業は産出量をゼロとせざるを得なくなり，
参入は阻止される。，しかし，外国企業は自らの反応曲線の終点の所まで，産
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出量を減らせば利潤を増やせること，および経営の視野のゾーンを正常な位
置まで矯正する（狭める）ことを考慮して，そうした戦略をとるだろう。他
企業全体に対する駆け引き的ないし脅し的行動は，心情的にはあるにしても
経済行動としては，実行されない。政府が保護政策の一環として，他企業の
反応曲線における横軸上に乗る始発点を右方へ引き延ばすことができれば，
外国企業の参入阻止に対処することはできる。参入阻止が目的ではなく，参
入して操業すること自体が目的ならば（この蓋然性が高い），そうする必然
性はなくなる。クールノー解やシュタッケルベルク解が複占状況における無
二の解であるわけではないが，企業にとっての正常的な経営の視野，という
ものがある以上，外国企業は他企業の参入を容認しつつ，かつプラスの利潤
の出る産出量の範囲に自らを誘導していく。クールノー解やシュタッケルベ
ルク解は，相手企業に対する推測的変化についての微妙な違いはあるにして
も，そういう経営の視野のゾーンに入る企業にとっては合理的な解に相当し
ている，といえる。
5　競合的寡占と貿易における一つの可能性
　伝統的理論では，生産構造も消費構造もともに競争的であり，いわゆるよ
く整備された体系をもつとされている。つまり，生産において，マーシャル
の意味で規模の経済があっても競争的であるごとは保証されるが，消費にお
いては，競争を打ち破る可能性のある要素はいっさい想定されていない。つ
まりは，生産においては収穫逓増はあっても，消費においては効用逓増は
いっさい想定されないというわけである。効用逓増ははたしてないのだろう
か。ここに効用逓増とは，消費量を互いに代替させていくと，限界代替率が
増えていくことを言う。一方の生産量を増やしていくと次第に限界変形率が
減っていくのと同種類の現象である。このことが対称的に言えるためには，
消費も生産もともに全体が個別に対して外部経済効果を及ぼすこと，かつ投
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入と産出といった変換関係があることを想定する必要がある。まず，つぎの
ような“おきまりの”議論（少し改変を加えているが）からばじめてみよ
う。
　同じ産業の中で操業している二つの大規模企業がある。各企業は同質の生
産物（Q1とQ2）をつくっており，ともに産業全体から外部経済効果を受
け，収穫逓増現象が起きている。収穫i逓増は，すでに述べたように，ある一
定のルールのもとでほ費用逓減と同じことである。したがって，ここでは費
用逓減と同一視しよう。産業全体では，長期の費用逓減（LS）が成立してい
るとする。さきの，2－1図をもとにして考察してみればよい。需要曲線
（D）の位置が決まると，その交点で産業全体の生産量と費用の大きさが決
まる。この産業全体の費用の大きさは，産業内の企業に伝えられ，企業はそ
れを所与として自分の生産量と費用の両方を決める。このばあい，企業は大
規模と言えども，cost－takerとして行動する。需要が大きいほど（需要曲線
が右方向へ移動するほど），交点での生産量は大きく，反対に費用は低くな
るから，これを受けて個別の企業は，ヨリ低位置の費用曲線を選ぶことがで
きるということである。すでに触れたが，同席の左側パネルにおいて，大規
模企業の費用曲線は，同一産業の小規模企業に比べて費用逓減の部分を長区
間で描いており，いずれは費用逓増に転ずるようにしてある。産業の費用低
下につれて個別の企業が選択できる，水準の異なる複数個の費用曲線が一緒
に描いてある。
　さていま，同じ状況にある二つの国（」とU）を考えよう。大国と大国の
二つである。どちらの国も，当該大企業が使える生産資源（たとえば，労働
量や資本量）は一定の大きさであり，国内には二つの大規模企業を含む一大
産業を擁している。どちらの大規模企業も個別には収穫逓増（＝費用逓減）
に従っている。このとき，まず一国全体（このばあい，二企業）の生産可能
性フnンティアを描き，つぎに世界全体（このばあい，二国）の生産可能性
フnソティアを描いてみる。5－1図（a），（b），（c）がそれぞれの図で
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ある。収穫逓増に従うから，個別企業の生産可能性フロンテaアは原点にた
いして凸の形に描いてある。
　これらの図から何がいえるだろうか。つまり，貿易利益について何がいえ
るのだろうか。まず，5－1図（b）から言えることは，通常は，両国がそ
れぞれ一つずつの生産物に完全特化する方が有利であることである。そのこ
　　　　　　　　　5－1図（a）
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とによって，各国は消費可能領域を生産可能領域よりも実現範囲を大きくす
ることができるからである。しかし，その一部を国内で消費し，また残りを
輸出するために，両国がどの生産物にこそ特化すればよいかという特化パ
ターンは不定のままである。ここまでが，少し改変を加えた“おきまりの”
議論の前半部分である。その後半部分をみてみよう。まず，どれだけの価格
で売るかという生産物の価格についてである。生産物Q1とQ2の企業の設
定価格をそれぞれp1，　P　2としよう。一国の総生産物の価値は，　Q，，　Q　2を
それぞれの生産量とすれぽ，
　　　　　　　　　　　　　P，Q，十P，Q，
であるから，両国に共通の価格の相対比はP，／P2である。5－1図（c）
においてコーナーの点Aを通る右下がりの直線が，価格の相対比を示してい
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る。この価格の相対比が図（c）の直線AE（図には描いていない）の勾配
と一致する保証はなにもない。
　ここで，問題は消費者の嗜好の性質にある。つまり，無差別曲線の形状に
ついてである。サムエルソンの発明になる社会的無差別曲線は1一定のルー
ルにしたがって個人の無差別曲線を集計したものであるから，かならず原点
に対して凸になるとされている。スケール・エコノミー（規模の経済）が生
産の領域のみでなく，消費の領域で起こっても不思議ではない。つまり，二
つの産業の生産物のバランスよい消費の組合せよりも，一つの生産物に偏っ
た組合せの方が消費者にとって効用が大きいことはありうる。一種の外部経
済効果（消費の）より由来するものである。理論からいえば，無差別曲線が
原点に対して通常の凸になる場合でも，消費者が偏向的消費嗜好（一方の生
産物の方を集中して購入消費する傾向をもつ）の性質をもつとされるとき
は，消費者の需要が一方の生産物に強く偏向するために，価格の相対比を示
す直線の勾配が十分に大きいか，もしくは十分に小さいかのどちらかにな
る。たとえば，需要が生産物Q1の方に強く偏向するならば，　PエはP2に比
して十分に割高となるために，価格の相対比P1／P　2は十分に大きくなる。
逆の場合は十分に小さくなる。
　5－1図（b）と（c）にまた戻ってみよう。図（b）は世界全体（この
ばあい，二国）の生産フロンティアを描いたものである。原点にたいして凸
で，太い破線の無差別曲線と右下がりの相対価格の線とが接する点Eが生産
点である。この点では，両国が一つずつの生産物に完全特化することこそが
効率的であることを示している。図（c）において，個々の国，たとえば国
Jについて点Eではいまや相対価格の線gが通過している。E点はJ国がど
ちらか一つの生産物（この場合はQl）に完全黒化できる唯一の点であるか
ら，この点は経済学者が貿易の生産均衡点と呼ぶものに相当する。国Uにつ
いても，相対価格の線hがA点を通過しているから1状況は同じである。な
お，図（c）においては，点Eや点Aから出ている相対価格の線は同じ勾配
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をもつように描かれている。点Eからの直線gが無差別曲線11に接してい
る。いまやこの図から言えることは，貿易が行われて，生産物Q1の方に，
偶然としても先に完全特化した国の方がヨリ高い効用が得られるということ
である。これは，点Eから出ている直線の方が，点Aから出ている直線hに
比べ，無差別曲線12よりもヨリ高い無差別曲線Ilに接していることからわ
かる。貿易が行われた後の均衡点は，J国は点H，　U国は点Gである。な
お，三角形AFGとHKEは合同である。多くの経済学者はここにおいて，
つぎのように提言するであろう。…国際協調を損ねるかも知れないが，自国
を所得分配上，有利に導くために生産物Q1に完全退化できるよう，政府こ
そが誘導的な貿易政策をとる必要が生ずる…。
　もし，これまでのストーリーの中での社会的無差別曲線を，極度に偏向的
な消費者の嗜好を想定して通常なされるように，原点に対して凹に描くとし
たら，この筋書きの基本的なところはまったく異なってくる。ただ違うとこ
ろは，無差別曲線1’1が点Eを通る（または，1’2が点Aを通る）ように，原
点に凹の形で描かれていることだけである。図（b）においては，原点にた
いして凹で，細い破線の無差別曲線として描けるだろう。これを，きつい仮
定とみるか，そうでないとみるかであるが，一国の需要構造というものは，
多様な財にバランスよく分布していると言い方よりも，結局は，複数個の財
バスケットの中から数少ない種類の財を偏向的に選好していると言った方が
当たっているからである。そのときは，」国はQ1に，　U国はQ2に特化
し，両国の均衡点はそれぞれ点Eと点Aに留まり，貿易の余地はなくなる。
　これらのことから何が言えるだろうか。このモデルに関するかぎり消費者
の嗜好が極端に偏向的であるならば，政府の誘導的な貿易政策の必要性はほ
とんどないということである。生産構造の論理の方でなく，消費構造の論理
の方が，貿易の余地もないまX図化パターンの筋書きを決めてしまうことに
なる。
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